
1　職員の任免に関する状況

（１）職員採用状況 （平成２４年４月１日）（人） （２）職員採用試験の実施状況（平成２３年度） （人）

（３）職員の退職の状況 （各年4月1日から翌年3月31日まで）

（４）部門別職員数の状況と主な増減 （各年４月１日現在）

　区　　　分

　 　　　部　　　門

　職員数は一般職に属する職員数（教育長含む）で、臨時・嘱託職員は除いている。

（５）年齢別職員構成の状況 （各年４月１日現在）

　職員数は一般職に属する職員数（教育長含まない）で、臨時・嘱託職員は除いている。

２　職員の給与の状況

（１）　総括

 ① 人件費の状況（普通会計決算）

　　　　　千円 　　　　　％ 　　　　　　　　　％

２３年度 8,026 3,566,798 362,127 880,194 24.7 19.6

平成 人　 　　　　　千円 　　　　千円

区　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費

41 0 108

人 件 費 率 （参考）

（平成２３年度末） 　　　　　Ａ 　　　　　Ｂ 　　Ｂ／Ａ　　　平成２２年度の人件費率

５９歳 以上

平成２４年度 0 30 23 21 34 0 108

平成２３年度 0 25 24 18

年齢 ２０歳 ２０歳 ３０歳 ４０歳５０歳６０歳

計

３９歳 ４９歳

～～～
年度

職員数 未満 ２９歳

～

企業等 その他 9 9

公　　営 下水道 2 2

合　　　　計 109 109 0

0

小計 16 16 0

0

0

特　　別 教育 11 11

水道 5 5 0

0

行　　政 小計 11 11 0

小計 82 82 0

行　　政 農林 3 3

衛生 7 7 0

土木 9 8 1

商工 1 1 0

▲ 1

議会 1 1 0

総務 19 19 0

一　　般 民生 35 36

税務 7 7 0

- 4

定年退職 勧奨退職 普通退職 分限免職 懲戒免職

平成２２年度 3 - 1

平成２３年度 2 5 1

職員数（人） 対前年

平成２４年度 平成２３年度 増減数

技師職 3

1 9- -

死亡退職 合　計

- -

保健師 - 1 1 - 3

栄養士 - 1 1 保健師 1 9 10

184

合　計 4 3 7 栄養士 3

合計

5 8

合　計 140 44

事務職① 49

井手町人事行政の運営等の状況の公表について

職種 男性 女性 合計 職種 男性 女性

事務職① 2 1 3 12 61

事務職② 2 - 2 事務職② 84 18 102



②　職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

③ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
一般行政職

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。

（２）　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 ① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）

ア　一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

イ　技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当など

② 職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）　一般行政職の級別職員数等の状況
　 ① 一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

－

中　学　卒 － － －
技能労務職

高　校　卒 － 266,400

１　　級
１　定型的な業務を行う主事、技師、保育士若しくは保健
師の職務又はこれに準じる職務
２　主事補、技師補又はこれに準じる職務

　　　　　　人 　　　　　　％

10 14.7

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

区　　　         分 経 験 年 数 １ ０ 年 経 験 年 数 １ ５ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

－ － － －

341,600

高　校　卒 239,100 271,500 330,400
一般行政職

大　学　卒 269,700 315,500

172,200 184,200

高　校　卒 140,100
一般行政職

大　学　卒 172,200 184,200

148,500 140,100 148,500

技能労務職
高　校　卒 140,100 148,500 － －

中　学　卒

その他技能労務職 58.8 385,000 404,500

まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

区 分
井手町 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

307,506

の 諸 手 当 の 額 を 合 計 し たも ので ある 。こ のう ち、 上段 はこ れら 全て の諸 手当 込み
のものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含

国
－

49.7 270,465

うち 266,400

51.5 344,616 357,600

うち 401,900

清掃職員 37.6 266,400 266,400

うち 406,500

学校給食員 58.2 382,400 401,900

328,446

39.9 288,795

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

311,900

国
－

42.8 304,944 372,906

井手町

井手町 358,267

　　　　区　　分 平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

平成 人 千円 千円 千円 千円 千円

32,873 126,444 518,593

　　　　　計　　　Ｂ

井　手　町 94.7 93.3 93.7

5,238

区　分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

２３年度 99 359,276

期末・勤勉手当　　　　　　 給　 料 職 員 手 当

区　分 職 員 数 給 与 費 一人当たり給与費



（注）１　井手町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

② 昇給期間短縮の状況

　

（４）　職員手当の状況

① 期末手当・勤勉手当

千円　

（平成２３年度支給割合） （平成２３年度支給割合）

　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　　５～１５％ ・　役職加算　　　 ５～２０％

・　管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

② 退職手当（平成２４年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

③　地域手当（平成２４年４月１日現在）

千円

千円

％ 人

（注）　平成１８年４月１日より調整手当は廃止された。

④ 特殊勤務手当

千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（平成２３年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） －

井手町 0 －
勤務地域により支給率は異なるが、平成２２年度制度完
成時で最高支給割合１８％（井手町０％）

支給実績（平成２３年度決算） －

59.28 59.28

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

（２～２０％加算） （２～２０％加算）

19,532 千円

1,277

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28

井　　　　　　　　　　手　　　　　　　　　　町 国

１人当たり平均支給額（平成２３年度） －

（　1.45 ） （　0.65  ）

2.6 1.35 2.6 1.35

井　　　　　　　　　　手　　　　　　　　　　町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

24 短縮して昇給した職員数
0

年
度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　比　　　　　　　　率 　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ 0.0

平
成

職 員 数 　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 68

普通昇給期間（１２～２４月）を 　　　　　　　人

23 短縮して昇給した職員数
0

年
度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　比　　　　　　　　率 　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ 0.0

５　　級 課長、館長、園長又は所長の職務
　　　　　　人 　　　　　　％

10 14.7

６　　級 部長、室長、局長又は次長等の職務
　　　　　　人 　　　　　　％

8 11.8

区　　　　　　　　　　　　分 全　職　種

平
成

職 員 数 　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 68

普通昇給期間（１２～２４月）を 　　　　　　　人

２　　級
専門的知識又は技術若しくは経験を必要とする業務を行う
主事、技師、保育士若しくは保健師の職務又はこれに準じ
る職務

　　　　　　人 　　　　　　％

22 32.3

３　　級 係長、主任又は主査の職務
　　　　　　人 　　　　　　％

10 14.7

４　　級 課長補佐又は園長補佐の職務
　　　　　　人 　　　　　　％

8 11.8



　円

　％

⑤ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

⑥ その他の手当

扶養親族である配偶者 13,000円 円

6,500円

11,000円

5,000円加算

家賃支払いの職員 円

　・月額23,000円以下の家賃

　　　家賃額－12,000円＝支給額

　・月額23,000円を超える家賃

交通機関を利用する職員 円

全額支給

片道２㎞未満 支給なし

自動車等の利用者

通勤距離片道

　２㎞以上　５㎞未満 2,000円

　５㎞以上１０㎞未満 4,100円

１０㎞以上１５㎞未満 6,500円

１５㎞以上２０㎞未満 8,900円

２０㎞以上２５㎞未満 11,300円

２５㎞以上３０㎞未満 13,700円

３０㎞以上３５㎞未満 16,100円

３５㎞以上４０㎞未満 18,500円

４０㎞以上４５㎞未満 20,900円

４５㎞以上５０㎞未満 21,800円

５０㎞以上５５㎞未満 22,700円

５５㎞以上６０㎞未満 23,600円

６０㎞以上 24,500円

円

理事、局長、次長、課長

館長、園長、所長等

（５）　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

円

円

円

円

円議 員 200,000

区 分 給 料 月 額 等

運賃相当額が55,000円
までの者

管理職手当 月額5,000円。ただし、町長が必要と認める時は、 7,210 千円 313,478

本俸の100分の20以内を支給することができる。

35,000円

報
酬

議 長 290,000

副 議 長 220,000

給
料

町 長 730,000

副 町 長 600,000

10,487 千円 190,673

264,291

　　　(家賃額－23,000円)×1/2＝①
　　　16,000円＝②(①、②のうち額
　　　が少ない方)＋11,000円
　　　＝支給額（最高27,000円）

通勤手当 同じ 3,226 千円 64,515

住居手当 同じ

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算） 106

2,907 千円

扶養親族でない配偶者を
有する場合の１人目の子等

配偶者がいない場合、
そのうち１人について
は

１６歳から２２歳まで
の子

扶養手当 同じ

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） 91

支給実績（平成２２年度決算） 10,260

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （平成２３年度決算）

国の制度 国の制度と 支給実績
平均支給年額

（平成２３年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

１日につき５００円

特殊勤務手当 従事職員

支給実績（平成２３年度決算） 9,043

感染症の防疫作業に従事する職員の 感染症防疫作業 感染症の防疫作業

死体処理に従事する職員の特殊勤務手当 死体処理従事職員 死体処理 １体につき１０，０００円

手当の種類（手当数） ２種類

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） －

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２３年度） －



月分

月分

（６）　公営企業職員の状況

　①　水道事業

  　ア 職員給与費の状況

決算

予算

一人当たり給与費

　　　Ｂ／Ａ

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

          ２　給与費は当初予算に計上された額である。

イ 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２４年４月１日現在）

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ウ 職員の手当の状況

 ・期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成２３年度）

千円　 千円　

（平成２３年度支給割合） （平成２３年度支給割合）

　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　　５～１５％ ・　役職加算　　　　５～１５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

・退職手当

１人当たり平均支給額　　　　

１人当たり平均支給額　－ 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

・地域手当[調整手当]（平成２４年４月１日現在）

一般行政職と同様［３（４）③を参照］

・特殊勤務手当

一般行政職と同様［３（４）④を参照］

・時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給実績（平成２２年度決算） 571

支給実績（平成２３年度決算） 718

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） 144

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算） 143

2.6 1.35 2.6 1.35

井　　　　　　　　　　手　　　　　　　　　　町 一　　般　　行　　政　　職

１人当たり平均支給額（平成２３年度）

1,668 1,277

千円 23,392 19,532

井　　　　　　　　　　手　　　　　　　　　　町 一　　般　　行　　政　　職

（支給率）　　　　　　一般行政職と同様

　　　　　　　　　　　自己都合　　勧奨・定年

千円 千円 千円 千円 千円

２３年度 3 14,136 1,382 5,005 20,523 6,841

平成 人

井 手 町 54.0 383,144 522,811

　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

22.7 25.3

平成 　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　 ％　

２３年度 109,352 ▲10,569 24,810

区分 職員数 給 与 費

　　　　　　 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　Ｂ

純損益又は実 職員給与費総費用に占める （参考）

占める職員給与費比率

質収支 職員給与費比率 平成２２年度の総費用に

議 長 　　（平成２３年度支給割合）

副 議 長

Ａ  Ｂ　 　　　　　Ｂ／Ａ

区分 総費用

退
職
手
当

　　（算定方式）

期
末
手
当

町 長 　　（平成２３年度支給割合）

副 町 長 2.95

副 町 長 給料月額×３１５／１００×在職年数 任期ごと

2.95

議 員

　（支給時期）

町 長 給料月額×５３０／１００×在職年数 任期ごと



・その他の手当

一般行政職と同様 円

一般行政職と同様 円

一般行政職と同様 円

一般行政職と同様 円

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　職員の勤務時間（標準的なもの）

平成２４年４月１日現在

（２）　年次休暇の使用状況

日  (a) 日  (ｂ) 人 (c) 日 (b)/(C) ％ (b)/(a)

（注）「対象職員」とは、町長部局の職員で平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの期間在職した職員

（当該期間中に退職した者及び育児休業、休業の事由がある職員を除く。）

（３）　育児休業及び部分休業の取得状況（平成２３年度）

（４）　病気休暇

　 ①負傷又は疾病のための療養をする必要があり、勤務しないことがやむを得ないことが認められる場合

　９０日以内で必要と認められる期間（診断書等による。）

②生理日に勤務することが著しく困難である場合　

　１回について２日以内で必要とする期間

（５）　特別休暇の状況

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

　職員が父母の追悼のための特別な行事の場合 １日の範囲内の期間

　夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進
のための場合

７月から９月までの期間において、３日以内でそ
の都度必要と認められる期間

　女子職員が出産予定の場合
８週間(多胎妊娠の場合にあっては、１４週間)以
内に出産する予定である女子職員が出産日までの
申し出た期間

　社会貢献活動を行う場合 １年において５日の範囲内の期間

　職員が結婚する場合 連続する５日の範囲内の期間

　要介護者の世話を行う場合 １年において５日の範囲内の期間

　職員の親族の忌引きの場合
親族に応じ１日から１０日の範囲において必要と
認められる期間

3 0

　小学校就学の始期に達するまでの子を看護する場合 １年において５日の範囲内の期間

　女子職員が出産した場合

出産日の翌日から８週間を経過する日までの期間
(産後６週間を経過した女子職員が就業を申し出た
場合において医師が支障がないと認めた業務に就
く期間を除く。)

　生後満１年未満の子の保育のために必要と認められる場
合

１日２回それぞれ３０分以内の期間

　職員の配偶者が出産する場合 ２日の範囲内の期間

女　性 3 0 5

　骨髄移植のための骨髄液の提供者等になる場合 必要と認められる期間

合　計 3 0 12 3 0

　選挙権その他公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間

　裁判員、証人、鑑定人等として官公署へ出頭する場合 必要と認められる期間

取得率

3,502 800 90 8.9 22.8

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数

0 0

区分

前年度から継続している職員 平成２３年度中に取得可能となった職員

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

育児休業
対象者数

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

男　性 0 0 7

休憩時間
週休日の
振替制度

管理職手当 同じ 300 千円 300,000

１週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休息時間

12:00

有廃止 ～

13:00

３８．４５時間 8:30 17:15

（平成２３年度決算）

扶養手当 同じ 294 千円

千円 34,858

294,000

住居手当 同じ － 千円 －

通勤手当 同じ 70

との異同 異なる内容

一般行政 一般行政職 支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 職の制度 の制度と （平成２３年度決算） 平均支給年額



15

16

17

18

19

20

21

４　職員の分限処分及び懲戒処分の状況　（平成２３年度）

（１）　分限処分の状況 （件）

（注）　分限処分とは、公務の能率を維持し、適正な運営を確保するため地方公務員法第２８条に基づき行う処分です。

（２）　懲戒処分の状況

（注）　懲戒処分とは、職員の服務上の義務違反に対して、任命権者が、公務員の職務の秩序を維持するために

　　　地方公務員法第２９条に基づき行う処分です。

５　職員の服務状況

　職員の営利企業等従事許可の状況　（平成２３年度）

６　職員の研修の状況

　研修の実施状況

市町村職員等共同研修「課長研修」 2 1

市町村職員等共同研修「条例・規則の読み方・つくり方」 2 1

市町村職員等共同研修「法制執務の応用」 2 1

市町村職員等共同研修「政策法務と条例立案」 2 1

市町村職員等共同研修「基礎から学ぶ自治体訴訟実務」 2 1

その他 0 －

合　　　　　計 0 －

研　　修　　名 日数 参加人数

市町村職員等共同研修「新規採用職員研修」 2 5

市町村職員等共同研修「１０年目職員研修」 2 1

市町村職員等共同研修「新任係長研修」 2 1

0 0

全体の奉仕者たるにふさわしくな
い非行のあった場合

0 0 0 0 0

合　　　　計 0 0 0

区　　　　　分 件数 内　　　容

報酬を得て、事業又は事務に従事する場合 0 ー

0 0 3 0 0 3

分限処分の事由 免職 停職 減給 戒告 合計

合　　　　計 0

0 0

法令に違反した場合 0 0 0 0 0

職務上の義務に違反し、又は、職
務を怠った場合

0 0 0

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少に
よる廃職、過員を生じた場合

0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0

0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

分限処分の事由 免職 降任
休　　　職

実務成績がよくない場合 0 0 0

3

合計
起訴休職 病　　気

0 0 0

降給 失職

　地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅
失し、又は損壊した場合

７日の範囲内の期間

0

心身の故障の場合 0 0 0 3 0 0

　妊娠中の女性職員が通勤のとき母体の健康維持に重大な
支障があると認められる場合

正規の勤務時間等の始め及び終わりにおいてそれ
ぞれ３０分以内。ただし交通機関等の関係からや
むを得ないと認められる者については、１日１回
６０分の範囲内

職員の妻が出産する場合であって、出産予定日の６週間前
の日から出産の日後８週間を経過する日までの期間、当該
出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を養
育する場合

５日の範囲内の期間

　妊娠中の女性職員が母子保健法の規定に基づく保健指導
又は健康診査を受ける場合

妊娠２３週までは４週間に１回、妊娠２４週から
３５週までは２週間に１回、妊娠３６週から出産
までは１週間に１回、産後１年までは医師の指示
により、その都度必要と認められる時間。

　地震、水害等災害又は交通機関の事故等により出勤する
ことが著しく困難であると認められる場合

必要と認められる期間

　地震、水害等災害時において退勤途上における身体の危
険を回避するため勤務しないことがやむを得ない場合

必要と認められる期間

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律の規定による交通しゃ断又は隔離により、勤務が不可能
となった場合

必要と認められる期間



７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）　職員の健康管理・職場状況

（２）　公務災害の状況（平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日）

（３）　福利厚生事業の状況

京都府市町村職員厚生会の主な給付事業等（平成２３年４月１日現在）

生涯福祉支援給付

健康回復助成金

人間ドック利用助成金

在宅療養見舞金

入院療養見舞金

要介護者等支援助成金

子育支援金

災害見舞金

死亡弔慰金

遺児奨学支援金

傷害見舞金給付

会員が死亡されて義務教育を修了しない子があるとき
小・中学校在学中の子１人
につき　２００，０００円
他

会員とその扶養者が、病気やケガのため継続して６日（被扶養者１０日）以上入院
治療したとき

会員６日間７，０００円
被扶養者１０日間６，００
０円　他

会員とその家族の内で病気により看護・介護を受ける必要が生じたと
き

要介護３以上年度１回
１０，０００円　他

会員とその配偶者が出産したとき
出産時３０，０００円
１歳～３歳１０，０００円

会員が、災害により住宅または家財に損害を被ったとき
住宅又は家財の全部焼失
３００，０００円　他

会員、会員の配偶者、子、父母、同居する２親等以内の親族が死亡さ
れたとき

会員の死亡
５００，０００円
配偶者の死亡
３００，０００円　他

厚生会主催の行事等で、事故にあったとき

傷害通院　会員
１日１，５００円
傷害入院　会員
１日２，０００円　他

認定件数
内訳

公務災害 通勤災害

人間ドック 22

その他検診 ー

会員が、病気やケガのため継続して３０日（入院１５日）以上勤務につくことがで
きなかったとき

３０日以上３０，０００円
１５日～２９日２０，００
０円　他

0 0 0

区　　分 内　　　　容 給　付　額　等

会員や家族が、病気やケガをして、保険診療を受け、自己負担金が発生したとき
会員１，７００円上限
被扶養者１，２００円上限

会員が、人間ドックを利用したとき

外来ドック
（日帰り）３，０００円
短期ドック
（１泊２日）５，０００円

市町村職員等共同研修「市町村監査委員研修会」 1 3

市町村職員等共同研修「議会運営実務研修会」 1 1

4

市町村職員等共同研修「市町村議会広報研修会」 1 6

定期健診 84

市町村職員等共同研修「市町村議会委員長研修会」 1

合　　　　　　計 36 43

種類 受診人数

市町村職員等共同研修「貴重な情報としてのクレーム活用法」 1 1

市町村職員等共同研修「やる気と可能性を引き出すコーチング」 1 1

市町村職員等共同研修「税務担当職員初任者研修会」 1 1

市町村職員等共同研修「木造家屋評価研修会」 1 1

市町村職員等共同研修「非木造家屋評価研修会」 1 1

市町村職員等共同研修「財政担当職員初任者研修会」 1 1

市町村職員等共同研修「マルチパートナー時代の協働の実践」 2 1

市町村職員等共同研修「公務員倫理の徹底と管理・監督者の役割」 2 1

市町村職員等共同研修「問題解決のための論理と発想」 1 1

市町村職員等共同研修「信頼を勝ち得る話し方」 1 1

市町村職員等共同研修「市町村トップセミナー」 1 5

市町村職員等共同研修「会議進行、協議促進のスキル向上」 1 1

市町村職員等共同研修「行政経営・職場管理の理論と実際」 2 1



８　公平委員会の業務状況（平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日）

不利益処分に関する不服申立ての状況 0

業務の種別 件数

勤務条件に関する措置要求の状況 0


